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「Build Back Better（より良い復興）」 とは、2015年

3月に宮城県仙台市で開催された「第3回国連防災世界

会議」の成果文書である「仙台防災枠組」の中に示され

た、災害復興段階における抜本的な災害予防策を実施

するための考え方です。

本シリーズでは、災害が発生した国内外の事例を紹介

し、過去の災害を機により良い街づくり、国土づくりを

行った姿を紹介いたします。

●泥流災害を防ぐために整備された砂防設備に水が溜まってできた
「青い池」。冬季にはライトアップされるなど人気の観光名所となって
います。（出典：国土交通省北海道開発局旭川開発建設部）

十勝岳のふもと、美瑛か
ら富良野にかけての一帯に
広がる、なだらかな丘が連な
る美しい景観。これは、まだ
十勝岳連峰が生まれる前
の100～200万年前に起
きた巨大噴火によるものと
され、大自然の力強さを随
所で感じることができます。
（写真提供：photolibrary）

表紙の写真

不屈の大地

大正15年（1926）5月24日、北海道のほぼ中央にある十勝岳で2度の大爆発が発生。残雪を溶かした
泥流が瞬く間に山麓の集落を襲い、144人の犠牲者を出す大災害となりました。

北海道のほぼ中央、富良野盆地の東側に位置する十勝岳（2,077ｍ）が大噴火したのは、大正15年（1926）5月

24日のこと。2度にわたる大規模な水蒸気爆発によって火口が崩壊し、高温の岩屑なだれが周囲の積雪を急速に

溶かしながら大泥流となって山麓の集落を襲いました。そのスピードは驚異的で、2回目の爆発では1分未満で

火口から2.4kmの鉱山事務所に、25分余りで25㎞先の上富良野原野に到達したほど。これにより、死者・行方

不明者144人という大災害となったのです。

十勝岳では昭和37年（1962）にも大規模な爆発的噴火が発生。死者5人・負傷者11人の被害となりました。

こうした中、ふもとの街を守るために国と北海道が

協力し、美瑛川や富良野川にさまざまな砂防施設の

建設を推進。土砂や流木を止めるもの、流れをコント

ロールするものなど、大小合わせて200数十基の施設

によって、泥流の被害に備えています。

また、最も危険性が高い白金温泉地区には集中監

視機能を備えた「火山砂防情報センター」、標高

930mの十勝岳望岳台には情報発信も行う「防災

シェルター」を建設するなど、いざという時には避難

所としての役割も果たす施設を設置。さらに、火山活

動を見守る監視カメラやGPSなどの観測機器を各地

に整備し、ハザードマップを作成して全戸に配布する

など、火山と共生する街づくりが進められています。

●大正15年の噴火の際に発生した泥流の様子。大量の流木と土砂
を取り込んで破壊力を増し、ふもとの街一面を海のように変えました。
（写真：上富良野町教育委員会所蔵）

●美瑛川を上空から見た様子。川底や川岸の侵食を防ぐもの、大きな
岩や流木を止めるものなど、さまざまな砂防施設が整備されています。
（出典：国土交通省北海道開発局旭川開発建設部）
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今回の「ぼうさいこくたい」は「大規模災害への備え
～みんなの連携が力になる防災～」をテーマとし、家
族連れから専門家まで幅広い方々が楽しく学べるプロ
グラムになるよう、企画しました。また、3つの小テーマ
（「地域における連携を深める」「防災について学ぶ」
「誰もが参加する防災」）を設け、出展団体には小テーマ

『防災推進国民大会2017』
開催概要

「防災推進国民大会2017（ぼうさいこくたい）」の開催について「防災推進国民大会2017（ぼうさいこくたい）」の開催について

オープニングセッション
（開会宣言、ハイレベル・パネルディスカッション）

開催概要

はじめに

「ぼうさいこくたい」の背景

のいずれかに沿った出展を行っていただくことによっ
て、「ぼうさいこくたい」のメッセージを来場者の皆様
にわかりやすく、一体感を持って伝えることができまし
た。（当日のプログラム等の詳細については、公式HP
をご覧ください。 http://bosai-kokutai.jp/）
ここでそのプログラムの一部を紹介いたします。

大規模災害への備え～みんなの連携が力になる防災～
平成29年11月26日（日）～27日（月）
仙台国際センター（会議棟、展示棟）、国際センター駅、せんだい青葉山交流広場
防災推進国民大会2017実行委員会（内閣府、防災推進国民会議、防災推進協議会）
118催事
約10,000名

テ ー マ
日 時
場 所
主 催
催 事 数
来場者数

：
：
：
：
：
：

ハイレベル・パネルディスカッションの様子

小此木大臣の開会宣言

内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当

特 集

「防災推進国民大会2017」が11月26日(日)、27日
(月)に宮城県仙台市の仙台国際センターにおいて、
防災推進国民大会2017実行委員会（内閣府、防災推
進国民会議、防災推進協議会）主催により開催されま
した。以下、同大会について報告いたします。

日本では大規模災害の発生が懸念されるほか、毎
年豪雨災害や火山噴火等の自然災害が発生しており、
国民全体で防災意識を向上させることが急務です。こ
のため、防災に関連する全国規模の団体のネットワー
クを活用し、幅広い層に防災意識の向上を呼びかける
ことを目的として、安倍総理大臣のリーダーシップに
より、「防災推進国民会議」が平成27年9月に設立され
ました。これは、「仙台防災枠組2015-2030」におい
て、各国政府は市民社会、企業、ボランティア、コミュニ
ティ団体、学術界等、各ステークホルダーに災害リス

ク削減に関する取り組みを奨励することが規定された
ことに応えるものです。
「防災推進国民会議」では、「自助・共助」及び「多様
な主体の連携」を促進し、国民の皆様の防災意識の向
上、災害に関する知識や経験の共有等を図ることを目
的とし、昨年より「防災推進国民大会（以下、「ぼうさい
こくたい」という。）」を行っております。今大会はその
２回目となるもので、仙台市を開催地とした理由は、
「仙台及び東北地方が防災に対する先進性が高く、防災
意識の引き上げを先導できること」、「仙台及び東北地
方が防災関係者の間で、国際的にも知名度が高いこと」
が挙げられます。また、同時期に同会場にて、世界防
災フォーラム実行委員会が主催する「世界防災フォー
ラム/防災ダボス会議@仙台2017」、日刊工業新聞社
が主催する「2017防災産業展in仙台」の防災に関す
る3催事が行われたことによって、仙台国際センター
が国内外の防災に取り組む方々、産官学民の防災に
関する様々な知見が集まる場となりました。

26日（日）10時から世界防災フォーラムとの合同オー
プニングセッションが行われ、冒頭小此木八郎内閣府特
命担当大臣（防災）が開会宣言を行いました。開会宣言
では、『本日お集まりの皆様が、「自助・共助」の中心的
な役割を担う主役です。日頃から防災に取り組む皆様
が、東日本大震災で大きな被害を受けた東北地方の
「杜の都」仙台に集い、お互いに様々なことを学び、そ
して防災・減災に対する気持ちを共有し合うことを通
じて、より連携を深化させていただきたいと存じます。
また、この2日間の様々な議論を通じて、皆様の防災意識
や気持ちが高まって、国の内外を問わず多くの皆様に
その想いが発信され、共有されればと考えています。』と
「自助・共助」の重要性や各ステークホルダー間の連携
の必要性、災害の経験を国内外に発信していくことの

大切さについて強調しました。
「ハイレベル・パネルディスカッション」では、東北大
学の今村文彦教授をファシリテータとし、海外からの
登壇者も含め６人の各界の代表者が、大規模災害に
備えた連携について、意見交換を行いました。組織の
壁を超えた各ステークホルダー間の連携が重要であ
ることや、平時から「顔の見える地域の関係づくり」を
行うための取り組み等が紹介されました。
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防災推進国民大会2017実行委員会（内閣府、防災推進国民会議、防災推進協議会）
118催事
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ハイレベル・パネルディスカッションの様子

小此木大臣の開会宣言

内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当

特 集

「防災推進国民大会2017」が11月26日(日)、27日
(月)に宮城県仙台市の仙台国際センターにおいて、
防災推進国民大会2017実行委員会（内閣府、防災推
進国民会議、防災推進協議会）主催により開催されま
した。以下、同大会について報告いたします。

日本では大規模災害の発生が懸念されるほか、毎
年豪雨災害や火山噴火等の自然災害が発生しており、
国民全体で防災意識を向上させることが急務です。こ
のため、防災に関連する全国規模の団体のネットワー
クを活用し、幅広い層に防災意識の向上を呼びかける
ことを目的として、安倍総理大臣のリーダーシップに
より、「防災推進国民会議」が平成27年9月に設立され
ました。これは、「仙台防災枠組2015-2030」におい
て、各国政府は市民社会、企業、ボランティア、コミュニ
ティ団体、学術界等、各ステークホルダーに災害リス

ク削減に関する取り組みを奨励することが規定された
ことに応えるものです。
「防災推進国民会議」では、「自助・共助」及び「多様
な主体の連携」を促進し、国民の皆様の防災意識の向
上、災害に関する知識や経験の共有等を図ることを目
的とし、昨年より「防災推進国民大会（以下、「ぼうさい
こくたい」という。）」を行っております。今大会はその
２回目となるもので、仙台市を開催地とした理由は、
「仙台及び東北地方が防災に対する先進性が高く、防災
意識の引き上げを先導できること」、「仙台及び東北地
方が防災関係者の間で、国際的にも知名度が高いこと」
が挙げられます。また、同時期に同会場にて、世界防
災フォーラム実行委員会が主催する「世界防災フォー
ラム/防災ダボス会議@仙台2017」、日刊工業新聞社
が主催する「2017防災産業展in仙台」の防災に関す
る3催事が行われたことによって、仙台国際センター
が国内外の防災に取り組む方々、産官学民の防災に
関する様々な知見が集まる場となりました。

26日（日）10時から世界防災フォーラムとの合同オー
プニングセッションが行われ、冒頭小此木八郎内閣府特
命担当大臣（防災）が開会宣言を行いました。開会宣言
では、『本日お集まりの皆様が、「自助・共助」の中心的
な役割を担う主役です。日頃から防災に取り組む皆様
が、東日本大震災で大きな被害を受けた東北地方の
「杜の都」仙台に集い、お互いに様々なことを学び、そ
して防災・減災に対する気持ちを共有し合うことを通
じて、より連携を深化させていただきたいと存じます。
また、この2日間の様々な議論を通じて、皆様の防災意識
や気持ちが高まって、国の内外を問わず多くの皆様に
その想いが発信され、共有されればと考えています。』と
「自助・共助」の重要性や各ステークホルダー間の連携
の必要性、災害の経験を国内外に発信していくことの

大切さについて強調しました。
「ハイレベル・パネルディスカッション」では、東北大
学の今村文彦教授をファシリテータとし、海外からの
登壇者も含め６人の各界の代表者が、大規模災害に
備えた連携について、意見交換を行いました。組織の
壁を超えた各ステークホルダー間の連携が重要であ
ることや、平時から「顔の見える地域の関係づくり」を
行うための取り組み等が紹介されました。
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　会議棟・展示棟のホワイエ部分には多くのブース展示
やポスターが並び、出展団体が日頃から行っている防
災・減災活動を発表しました。展示棟・会議棟のホワイエ
には人があふれ、「これはどういった取り組みですか」と
の質問に、詳しく説明を行っている様子を見ることが
できました。
　仙台国際センター駅では、26日（日）に地元仙台市主催
の「せんだい防災パビリオン」が行われました。東北福祉大
学の減災・防災サークルが行う防災レンジャーショー、科
学実験を交えた防災講演「防災エンスショー」など、1日中
楽しく防災を学べるステージショーや体験型イベントを行
い、家族連れを中心とした多くの来場者が訪れました。
　せんだい青葉山交流広場では、「ぼうさいこくたい」初の

屋外展示を用意し、日頃防災に触れていない家族連れ等
でも気軽に楽しめるように、消防車、自衛隊車両、起震車
等の大型車両の展示、仙台風芋煮・アルファ米が食べられ
る炊き出し体験等を行いました。また、そのような方々が
少しでも防災・減災に触れる機会を増やすため、「ぼうさい
こくたい」の会場全体を舞台に防災を学びながら宝探しを
する、「防災×謎解き宝探しゲーム」を行いました。これに
より、防災の専門家から家族連れまでが会場を行き交い、
それぞれの防
災について考
える機会を作
ることができ
ました。

防災推進国民大会2018（仮称）は、平成30年秋頃に東京にて開催する予定です。
今年の成果を踏まえ、「自助・共助」及び「多様な主体の連携」をより一層深められる
ように準備を進めてまいります。

毎年開催して欲しい。防災意識
を強く感じた。
とても雰囲気がよく、すべての
ブースで楽しむことができた。
地域で防災活動をしており、参
加者は高齢者が多いが、今大会
の参加者は若い方々が多く、
心強かった。
他の地方でも開催して欲しい。

専門です
16%

向上した
51%

少し向上した
46%

あまり向上しなかった
2%

向上しなかった 1%

専門ではないです
84%

大会期間中に、来場者約1万人、動画の生中継の閲
覧者約1千人、またテレビや新聞報道でも取りあげら
れました。これによって、多くの人々に自助・共助によ
る連携の大切さという「ぼうさいこくたい」のメッセー
ジが受けとめられたものと考えています。特に来場者
に対するアンケートでは、97％の人が来場により防災

テーマセッション・団体別セッション

「ぼうさいこくたい」の各セッションの
写真やディスカッション等で使用した資
料の一部については、「ぼうさいこくたい」
のHPよりダウンロードしていただけます。

内閣府（防災担当）が運営する防災に関するあらゆる
情報が集約されたポータルサイトです。全国各地で行わ
れている防災イベントの紹介、防災に関連するニュース
や防災教育コンテンツの提供を行うほか、様々な団体が
作成している防災に関する資料などを集約しています。

意識が向上したと答えており、大きな効果が見られま
した。また、来場者の84％が防災関係の仕事や研究を
行っている方ではないことから、前回大会（前回大会
の来場者は防災関係の仕事や研究に携わっている方
が半分）よりさらに多くの一般の方々に対して、防災に
ついて楽しく学べる場を提供することができました。

https://bosaijapan.jp/UR Lhttp://bosai-kokutai.jp/UR L

http://bosai-kokutai.jp/charter.htmlUR L

TEAM防災ジャパン（TBJ）とは

仙台ぼうさいこくたい憲章

大会に参加して
防災意識は向上しましたか

あなたの仕事・研究は
防災が専門ですか

来場者の声

参考

第3回大会に向けて

効果

会議棟・展示棟のセッション会場では、2日間で計26の
セッションを行いました。内閣府や各界各層の団体等が
連携して行うテーマセッションでは、具体的に今後必要
となる「自助・共助」の取り組みについて議論を行いまし
た。「あの時地区防災計画があれば・・・」、「東北スペシャ
ルセッション『Build Back Better～よりよい復興～』」等
のセッションでは、地元宮城県で活躍されている自治体
の職員や団体の方 と々ともに、パネルディスカッション等
を行いました。地域に潜む災害リスクを学び、災害を受け
にくい地域づくり・まちづくりに努めること、日頃から地
域の活動に参加して地域の方々との交流を持つこと、
「地区防災計画」を活用するなどにより平常時から発災
時の対応を計画し活動すること、東日本大震災への復興

の活動と課題について話し合い、その取り組みの必要性
について認識を共有しました。
その他、各団体がテーマに沿って講演やシンポジウム
を行う団体別セッションでは、人工衛星による膨大な
データを防災・減災、災害復興の幅広い分野で活用する
現状と今後の計画を発表する「衛星情報・地理情報と防災
イノベーション」などの学術関係者による専門的な講演、
TEAM防災ジャパン※主催の「リレートーク『どう備える？
備蓄』」と題した政府、自治体、大学等が「備蓄」をテーマに
役に立つ情報をリレー形式で語るセッション、企業の事業
継続計画（BCP）の基本を学べる「会社が安心で地域も
安心（中小企業向け、BCPの基本を学ぶ）」などのセッ
ションが行われ、産官学民の最新の防災知見を発信しま
した。

97%が防災意識が
向上したと回答

「あの時地区防災計画があれば・・・」の
セッション風景

「あの時地区防災計画があれば・・・」の
セッション風景

多くの人が賑わう展示棟のホワイエ

屋外展示（いろいろな消防車大集合）

防災×謎解き宝探しゲームに並ぶ来場者

国際センター駅
（せんだい防災パビリオンの様子）

国際センター駅
（せんだい防災パビリオンの様子）

「リレートーク『どう備える？備蓄』」のセッション風景「リレートーク『どう備える？備蓄』」のセッション風景

クロージングセッションの様子

来場者アンケート結果

「東北スペシャルセッション『Build Back Better
～よりよい復興～』のセッション風景

「東北スペシャルセッション『Build Back Better
～よりよい復興～』のセッション風景

その他の展示について

27日（月）の14:30から行われたクロージングセッション
では、各テーマセッションで、「自助・共助」、「多様な主体
の連携」に関する行動についての経験や課題、今後必要
となる行動について議論をした結果として、「仙台ぼうさ
いこくたい憲章」が取りまとめられました。来る大規模災
害に対して、連携はなぜ力になるのか、連携による主体

別自助・共助の行動が記され、公助による取り組みに加
え、今後更なる自助・共助による取り組みが必要である
ことの認識を共有しました。
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の連携」に関する行動についての経験や課題、今後必要
となる行動について議論をした結果として、「仙台ぼうさ
いこくたい憲章」が取りまとめられました。来る大規模災
害に対して、連携はなぜ力になるのか、連携による主体

別自助・共助の行動が記され、公助による取り組みに加
え、今後更なる自助・共助による取り組みが必要である
ことの認識を共有しました。

7ぼうさい　｜　平成 29 年  冬号（第 89 号）
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「津波防災の日」・「世界津波の日」の
取り組みについて

内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当、地方・訓練担当

　

11月5日は「津波防災の日」
です。これは、江戸時代末期の
1854年11月5日の安政南海地震
で、紀州広村（現和歌山県広川町）
を津波が襲った際に、稲むらに火
を付けて、暗闇の中で逃げ遅れた
人たちを高台に避難させて命を
救った濱口梧陵の「稲むらの火」
の逸話にちなんでいます。未曾有
の被害を及ぼした東日本大震災
の教訓を生かし、津波対策を総
合的に推進するため、2011年に

「津波対策の推進に関する法律」
で定められました。

また、津波による被害は日本の
みならず、世界各地で発生してい
ます。このため、日本の働きかけ
により2015年には国連決議によ
り11月5日が「世界津波の日」と
して制定され、さらに、これを受
けて、2017年3月に「津波対策の
推進に関する法律」にも位置付
けられ、国民の間に広く津波対
策についての理解と関心を深め
るよう、それにふさわしい行事を
実施することとされました。

毎年、11月5日の津波防災の日
を中心に、全国各地で津波防災
訓練や意識啓発の取り組みが実
施され、内閣府においては、今年
も全国各地での防災訓練や啓発

加型の地震・津波防災訓練を実
施し、約44,000人に参加してい
ただきました。この訓練は、①地
震発生時に我が身を守る（シェイ
クアウト訓練）、②揺れが収まっ
た後に最寄りの避難場所等へ避
難（津波避難訓練）を基本とし、
地域によって避難所開設、災害
対策本部設置、炊き出しといった
訓練を実施しています。

今後も、地方公共団体と連携し
た地震・津波防災訓練の実施と防
災意識の向上に努めてまいります。

内閣府では毎年「津波防災の
日」にシンポジウム等のイベントを
開催しており、今年は11月5日（日）

はじめに

地震・津波防災訓練

イベント等の各種取り組みを実
施しています。以下、内閣府で実
施した各種取り組みについて報
告いたします。

内閣府では、2014年度より、全
国の地方公共団体、民間企業など
に対し、11月５日の「津波防災の
日」・「世界津波の日」の前後での
地震・津波防災訓練の実施を呼び
かけています。

今年も全国各地の約300の
団体にご賛同いただき、住民参
加の避難訓練などが実施され
ました。

このうち、9箇所では、地方公共
団体と内閣府が連携した住民参

啓発イベント

シェイクアウト訓練（鹿児島県志布志市）

要配慮者の避難誘導訓練（大阪府泉佐野市）

小学生の津波避難訓練（沖縄県うるま市）

避難所開設訓練（秋田県秋田市）
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に内閣府、防災推進協議会、防災
推進国民会議の主催により東京
大学（伊藤謝恩ホール）で啓発イベ
ント「津波防災スペシャルゼミｉｎ
本郷～津波について学ぼう～」を
開催しました。

津波の発生時には、人々が迅
速かつ適切な行動をとることに
より、人命に対する被害を相当
程度軽減することができること
から、津波に対する理解と関心を
深めることは津波防災にあたり
大変重要です。

このため同イベントは、津波や
その対策に関する科学的見地に
基づいた理解を深めることを目
的に実施されました。

オープニングでは、小此木内閣
府特命担当大臣（防災）より、普
段から一人ひとりが災害に備える

「自助」、地域社会みんなが助け
合う「共助」が大切であり、東日本
大震災時の釜石の小中学校の話
を交えて過去の経験や教訓から
学ぶことなど日頃から津波防災対
策を行うこと、日常生活の中で具
体的な取り組みが行われることを
期待する旨挨拶がありました。

1時間目「津波のメカニズム」で
は、今村文彦教授（東北大学）か
ら、津波から生き抜く方法を深め
るために、津波の基本的な仕組
み、東日本大震災の津波ではどの
ような被害がでたのか、更に、実際
に津波が襲ってきた場合の対応を
シミュレーションすることの大切
さ等を説明していただきました。

2時間目「津波に強い地域づく
り」では、阪本真由美准教授（兵
庫県立大学）から、災害時の人と
人との相互支援を表す「共助」を
通じた地域づくりを考えること
や、「共助」により災害に強い地
域をつくるにはどのような取り
組みが必要か等を説明していた
だきました。

3時間目「ビルド・バック・ベター」
では、加藤孝明准教授（東京大
学）から、より良い復興（ビルド・
バック・ベター）に向けて、従前の
地域課題を解決し、同時に時代を
先取りした持続性のある地域社
会をつくるため、復興政策だけで
はなく、被災前の地域社会の体質
改善が不可欠であること等を説
明していただきました。

続いて、学生3グループ（①尚
しょうけい

絅
学院大学、東北福祉大学、宮城教
育大学、東海大学、②日本赤十字
看護大学、③兵庫県立舞子高等
学校、兵庫県立大学）より、地域に
住む一人ひとりが協力して地域
防災力を高める方策等について
発表がありました。

内閣府ではこれらの訓練、イベ
ントに加え、啓発ポスターの掲示
や全国のコンビニ、スーパー等の
POSレジディスプレイでの広報画
像の表示、内閣府ホームページに
よる情報発信など、様々な媒体を
活用し、津波に対する啓発に取り
組んでいます。このような取り組み
については、行政だけでなく、各種
関係団体や民間企業、そして国民
の皆様が一体となって実施するこ
とが非常に重要です。今後発生が
懸念される南海トラフ地震などの
巨大災害に備え、津波被害の軽減
や防災意識の向上に向け、継続的
に取り組みを実施していただける
ようよろしくお願い致します。

おわりに

1時間目 今村文彦教授オープニング
小此木内閣府特命担当大臣（防災）

4時間目 学生グループによる発表

POSレジディスプレイで表示した広報画像

2時間目 阪本真由美准教授 3時間目 加藤孝明准教授
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駿河湾から日向灘に至る南海
トラフ沿いの地域では、これまで
おおむね100～150年の周期で
大規模地震が繰り返し発生し、
その度に大きな被害が生じてき
た。昭和50年代前半には、駿河
湾周辺を震源域とする東海地
震の切迫性が高いことが指摘さ
れ、地震の直前予知が可能であ
るとの考えの下、昭和53年に大
規模地震対策特別措置法（以下、

「大震法」という。）が制定され
た。大震法では、地震予知情報
を受けて警戒宣言が発令された
場合に、国及び地震防災対策強
化地域内の地方公共団体及び
関係事業者等が、そ
れぞれ事前に定めた
計画に基づいて緊急
的な対応を的確に実
施することで被害を
軽減すること等が主
に定められている。

しかし、平成25年
に中央防災会議の下
に設置された調査部
会で、現在の科学的
知見からは確度が高
い 地 震 の 予 測 は 困
難との報告がなされ
た。その一方で、南海

プ（以下、「ワーキンググループ」
という。）」の下で、予測可能性調
査部会での報告をふまえ、現在
の地震学の知見を前提とした防
災対応のあり方等について検討
を行い、今年9月に報告書がとり
まとめられた。

予測可能性調査部会におい
て、最新の科学的知見に基づい
て大規模地震の予測可能性につ
いて改めて検討した結果、現時
点では、大震法に基づく現行の
地震防災応急対策が前提として
いる確度の高い地震の予測はで
きないのが実情とされ、これを受
け、ワーキンググループの報告

南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく
防災対応検討ワーキンググループについて

（図1）南海トラフ沿いで発生する典型定期な異常な現象
　　「南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応のあり方について（報告）」P22掲載

検討の背景

報告の内容

1

2

トラフ沿いにおける観測網の充
実により地震に関する様々な異
常な現象を捉えることも可能に
なってきた。また、南海トラフ全
体についても、昭和東南海地震・
昭和南海地震から約70年が経
過しており、大規模地震の切迫
性が高まってきている。

こうしたことを背景に、平成28
年9月以降、「南海トラフ沿いの
大規模地震の予測可能性に関す
る調査部会」（以下、「予測可能
性調査部会」という。）において
最新の科学的知見に基づく大規
模地震の予測可能性について検
討を行うとともに、「南海トラフ
沿いの地震観測・評価に基づく
防災対応検討ワーキンググルー

内閣府（防災担当）調査・企画担当

Geophysical Research Letters

Figure 3. Normalized interseismic moment rates in a series “R�Restc = 4”
for various (A�B)w . The nine interseismic periods are plotted in each
panel. The interseismic behavior becomes complex as (A�B)w increases.

The nucleation is hosted in a creep-
ing region so that the no-healing limit
(V �d
the 2-D separable solution, may not be
valid, at least at the beginning of acceler-
ation leading to nucleation. Because we
could not find such justification at this
point, and because the horizontal line

for 0.5 fit the numerical results better,
we adopted
nucleation size in this parameter regime.

With
A

mates by energy balance for antiplane
(
L∞) and for in-plane (

lems times a factor
likely to do a better job. Therefore, for
the setup of simulations with approxi-
mately constant
following estimate:

to calculate the value of
tion indicated in Figure 2,
as a function of
dated by simulations with di
nondimensional parameters
(
A－B

3.2. Complexity in Interseismic Behavior(A�B)w is probably a key parameter that controls the complexity o�nterseismic behavior. Figure 3
shows the interseismic moment rate within the patch normalized by the long-term motion
di�erent values of (A�B)w from 0.2 to 0.8 with R�Restc = 4. With (A�B)w = 0

Figure 4. Normalized maximum slip rate V1max during interseismic
periods in a series “R�Restc = 4” with (A�B)w = 0.5, 0.6, and 0.7. The nine
interseismic periods are plotted in each panel.

before nucleation at most once with
an amplitude smaller than a factor of
2. With increasing
oscillation becomes more significant.
With (
starts to oscillate from about 0.3 of the
interseismic period. Later, sharp peaks
appear at about 0.7 of the interseis-
mic period, which have an even larger
moment rate than the plate rate. Those
peaks are typically observed in numer-
ical simulations with
and would be called slow slip events if
geodetically detected.

If the radius of the patch
that we can distinguish the creeping
and locked regions, or even resolve the
distribution of the slip rate, a locally high
slip rate may be recognized as a slow slip
event. Figure 4 shows the maximum slip
rate in the overall slip direction
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南海トラフの東側だけで大規模地震
が発生（西側が未破壊）

南海トラフ東側で大規模地震(M8クラス)が発生
南海トラフで地震(M7クラス)が発生

南海トラフの大規模地震の前震か？

日向灘日向灘 南海南海東海東海

日向灘日向灘 南海南海東海東海

※直近2事例では、南海トラフの東側の領域で大規模地震が
発生すると、西側の領域でも大規模地震が発生

2011年東北地方太平洋沖地震に先行して観測された現象

全世界で1900年以降に
M8.0以上の地震(96事
例)発生後、隣接領域で同
規模の地震が発生した事
例数

全世界で1900年以降に
M8.0以上の地震(96事
例)発生後、隣接領域で同
規模の地震が発生した事
例数

ケース1

東北地方太平洋沖地震に先行して観測
された現象と同様の現象を多種目観測ケース3 東海地震の判定基準とされるような

プレート境界面でのすべりが発生ケース4

M8～9クラスの大規模地震と比べて一回り
小さい規模（M7クラス）の地震が発生

※南海トラフ沿いでは確認されていないが、世界全体では、
M7.0以上の地震発生後に、さらに規模の大きな地震が
同じ領域で発生した事例がある

※東海地域では、現在気象庁が常時
監視

ケース2

西側は
連動するのか？

3日以内：10事例
3年以内：38事例

全世界で1900年以降に
M7.0以上の地震(1368
事例)発生後、同じ領域
で、同規模以上の地震が
発生した事例

全世界で1900年以降に
M7.0以上の地震(1368
事例)発生後、同じ領域
で、同規模以上の地震が
発生した事例

7日以内：24事例
3年以内：56事例

地震活動関連

地殻変動関連
電磁気関連
地下水関連

地震発生からの経過日数（日）地震発生からの経過日数（日）

日
別
地
震
発
生
数（
個
）

日
別
地
震
発
生
数（
個
）

地震発生からの経過日数（日）地震発生からの経過日数（日）

日
別
地
震
発
生
数（
個
）

日
別
地
震
発
生
数（
個
）

深部緑辺で静穏化
日本全国で静穏化
青森・岩手沖で静穏化
震源域全域で1年間静穏化
静穏化・活発化域の移動
地球潮汐との相関
大すべり域でｂ値低下
前震でさらにｂ値低下
2011年2月の前震活動
直前の前震活動
福島・茨城県沖で小繰り返し地震活発
本震のやや北側で小繰り返し地震活発
福島・茨城県深部で小繰り返し地震活発
本震震源と海溝軸の間で背景地震活発
福島県沖の長期SSE
福島沖で地震後余効変動大
本震震源と海溝軸の間で短期SSE・微動
前震の余効すべりが南に拡大
電離圏全電子数の増加
電離層関連の異常
地下水の異常

http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taio_wg/taio_wg.html
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では、現行の地震防災応急対策
は改める必要があるとされた。そ
の一方で、現在の科学的知見を
防災対応に活かしていくという
視点は引き続き重要であり、南海
トラフ沿いで観測される異常な
現象を評価し、どのような防災
対応を行うことが適切か、地方
公共団体や企業等と合意形成を
行いつつ検討していくことが必
要であるとされた。

報告書では、南海トラフで観測
され得る異常な現象のうち、観
測される可能性が高く、かつ大
規模地震につながる可能性があ
るとして社会が混乱するおそれ
があるものについて、「典型的な
4つのケース」として評価が行わ
れた。それぞれのケースの概要
は図１の通りである。

ケース1・2については、過去の
事例に基づき、短期的な地震発
生の可能性を定量的に評価可能
であることから、発生した場合の
被害が甚大であることを考える
と、通常より一定程度大規模地
震の発生の可能性の高さが認め
られる期間内に、避難を含む何
らかの応急対策を講じることの
意義がある。また、防災対応の内
容や期間の検討に当たっては、

可能性の高さだけでなく、防災
対応によって得られる被害の軽
減効果と防災対応に伴う損失の
バランスによって決めることが
適当とされ、地方公共団体や関
係事業者等と社会的合意を得る
必要があるとされた。更に、今後
の検討を進める際の参考となる
ように、津波避難の場合の考え
方が示されている（図２）。また、
ケース4については、「定量的な
地震発生の可能性の評価ができ
ないため、社会全体で防災対応
をとることは難しいが、行政対
応が警戒態勢をとるなどの防災
対応に活用することは可能」とさ
れた。なお、ケース3については、

「その評価情報を防災対応に活
かす段階には達していない」とさ
れている。

報告書では、その他、異常な現
象が確認された際に、各主体が
適切な防災対応を実施するため
に、各主体があらかじめとるべき
防災対応を定めておく必要があ
り、その防災対応を一斉に開始
する仕組みの検討が必要である
とされた。また、観測・評価体制
については、南海トラフ西側の領
域での地殻変動の調査の充実や
南海トラフ全体で迅速に評価で

きる体制が必要であるとされた。

異常な現象が確認された際の
新たな防災対応の具体化に当
たっては、地域の実情に応じて、
大規模地震発生前に、津波避難
を含めて、どのような防災対応
が考えられるか、また、防災対応
を実施した場合にどのような課
題があるのか等を丁寧に議論
し、社会的合意が図られるよう
にする必要がある。このため、内
閣府では、まずは静岡県、高知
県、中部経済界と協力してモデ
ル地区において具体的な防災対
応の検討を進めて行くこととし
ている。

また、報告を踏まえ、政府は、
中央防災会議幹事会において、

「南海トラフ地震に関連する情
報」が気象庁により発表された
場合の政府の当面の防災対応に
ついて決定し、11月1日からこれ
に基づく取り組みを始めたとこ
ろである。

今後、国としては、地方公共団
体や関係事業者等と連携しなが
ら、上記のようなモデル地区で
の検討も踏まえて、新たな防災
対応の具体化を進め、必要に応
じて法令等の見直しや新たな制
度の構築を行うことで、我が国
の防災力の一層の向上を図って
参りたい。

今後の取り組み3

（図2）防災対応の方向性（今後の具体的な検討のための津波避難の考え方の例）
「南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応のあり方について（報告）」P30掲載
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濱口梧陵国際賞を受賞（高知県・黒潮町）

平成24年3月31日に中央防
災会議が発表した南海トラフ
巨大地震の新想定において、最
大震度7、最大津波高34.4mと
全国でも最も厳しい想定が黒
潮町に突き付けられました。ま
た、新想定発表直後の新聞記
事には、「町の存続すら危ぶま
れる結果」や「町が消えてしま
う」といった内容が掲載され、
町内には避難することをあきら
めてしまう、いわゆる避難放棄
者を数多く生み出すような危機
感が広がりました。

そういった状況の中で、黒潮
町では、厳しい想定に対しても

「避難放棄者を出さず、南海ト
ラフ地震と日本一うまく付き合
う」ということを基本理念とす
る「黒潮町南海地震・津波防災
計画の基本的な考え方」を定
め、それに示された指針に基づ

き地震・津波対策を住民と行政
が協働で進めています。

避難放棄者を出さない地震・
津波対策を進める上で最も大
きな課題は、津波の到達予測時
間内に全町民が避難可能とな
る高台が圧倒的に少なかった
ことです。新想定発表以降は全
ての町民が避難することが可
能となる避難場所等の整備が
急務となりました。まずは、地区
毎に住民が集まり、避難におけ
る地区の課題や必要となる避
難場所の検討を行うため現地
調査及びワークショップを継続
して実施しました。また、行政と
しても地区と協働できる体制を
確保する必要がありましたが
防災担当職員だけでは人員不
足であったことから、全職員が
通常業務に加えて防災業務を
兼務する「職員地域担当制」を

導入して各地区に担当職員を
配置することで、それぞれの地
区を支援することが出来る体
制を確立しました。

その後は、地区主体で現地
点検及びワークショップの結果
を図面に整理し、避難道・避難
場所等の整備計画を立案し、現
在は行政により平成30年度を
目標に約230路線の整備を進
めています。また、海岸に近い
地区で津波が到達すると想定
されている時間内に高台へ避
難が困難な場所には津波避難
タワーを計画し、平成28年度末
に全6基が完成しています。

我が国の津波防災の日である11月5日が2015年12月
の国連総会において「世界津波の日」として制定された
ことを契機に、沿岸防災技術に係る国内外での啓発及び
普及促進を図ることを目的として創設された「濱口梧陵
国際賞」を黒潮町が受賞いたしました。

濱口梧陵国際賞の受賞式の様子
（平成29年11月1日 海運クラブにて、前列右から2番目が黒潮町長）

黒潮町長　大西 勝也

黒潮町における南海トラフ
地震の被害想定

住民と行政が協働で進
める地震・津波対策

1

2

佐賀地区津波避難タワー
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避難行動が困難な住民に対
しては一人ひとりに合わせた個
別の避難計画や自動車避難の
ルールなどが必要となります。
また、地区が取り組みを進める
上でも、それぞれの地区内に居
住する住民の状況はしっかりと
把握しておくことが必要である
ことから、その基礎的状況の把
握を行うため、津波浸水が予測
される40地区を対象に全世帯
の避難行動調査として「戸別津
波避難カルテづくり」を実施し
ました。このカルテでは、世帯毎
の家族構成から始まり、避難予
定場所やその経路・移動手段、
避難上の心配事など、津波避
難計画を策定する上で重要と
なる様々な情報を調査票に記
入しました。調査にあたっては、
40地区をさらに283の班に分
けることで、きめ細やかなワー
クショップを開催し、対象とな
る全世帯3,791世帯で記入す
ることが出来ています。調査後
は、その結果を用いて地区内の
避難行動要支援者の支援体制
検討や避難空間の整備計画な
ど様々な取り組みに活用されて
います。

日本一厳しい想定に怯まず、
防災対策に真摯に取り組んで
きた結果、黒潮町は「防災の町
という資源」を手に入れました。
その資源を活用し、発災時の非
常食の確保及び町内の雇用の
場の創出を主な目的として、地
域の食材を利用した缶詰の製
造・販売を行う缶詰製作所を
設立しました。犠牲者ゼロを目
指す町として、町が作る非常食
は、多くの方が安心して食べる
ことができるよう、食物アレル
ギーにも配慮した商品としてお
り、災害時こそ心身にストレス
を与えない、おいしく、食べ慣
れた食品が求められるという調
査結果を基に商品づくりを行っ
ています。

行政と住民が一丸となり早
期対策を進めてきましたが、そ
の取り組みが様々なツールを介
して他地域にも情報が広がって
おり、その結果として黒潮町へ
視察にお越しいただく機会が増
えてきています。また、町職員が
全国各地に赴いて講演等を行
うことにより各地域での地震・
津波対策に関する普及・啓発活

動をさせていただいています。
尚、普 及・啓 発の活 動は国

内だけではなく、国際協力機構
（JICA）が実施している研修の
受け入れや平成28年11月に
高知県とともに「世界津波の日
高校生サミットin黒潮」を黒潮
町で開催するなど、海外へ向け
ての津波対策に関する情報発
信を行っています。

本賞を黒潮町が受賞したこ
とについては、これまでの行政
と住民が協働で積み重ねてき
た、黒潮町の地震・津波対策を
国内外問わず高く評価してい
ただいた結果だと思います。　
犠牲者ゼロを目指して、一つひ
とつ必要な事、出来る事を続け
てきた結果であり、評価される
ことを目的として取り組みを進
めてきたわけではありません
が、名誉ある本賞を受賞したこ
とは間違いなく黒潮町の今後
の防災を進めていく上で大きな
励みになります。

本賞の受賞を契機に、今後も
さらに行政と地域の協力を深
め、防災の取り組みを一歩ずつ
しっかりと進んでいければと考
えています。

（画像提供：すべて高知県幡多郡黒潮町）

住民一人ひとりに合わせた
避難計画

国内外への地震・津波対策
の普及・啓発

黒潮町缶詰製作所の設立3

5

4

濱口梧陵国際賞の受賞に
際して

6

地区ワークショップ 高校生サミット
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インドとの防災協力
在インド日本国大使館参事官　古橋 季良（※ 1）

インドは、インドプレートと
ユーラシアプレートの境界に位
置しており、中～大規模な地震
活動が活発です。2001年のグ
ジャラート地震により約1万4千
名の死者が出たほか、2015年
4月のネパール地震の際にはデ
リーでもかなりの揺れがありま
した（全く正確ではありませんが
筆者の体感では震度3くらいか
なと感じました）。

また、毎年モンスーン時期に
発生する洪水や土砂崩れによる
被害も甚大です。2013年6月に
ウッタラカンド州、ヒマチャル・
プラデシュ州で発生した洪水・
土砂崩れでは4,000名以上が亡
くなっています。サイクロンによ
る被害も大きく、1999年にはオ
リッサ・スーパー・サイクロンで
10,000名以上が亡くなりまし
た。2004年のインド洋大津波で
は10,000名以上の犠牲者が出
ています。逆に、干ばつや熱波の
被害も多く発生しています （※2）。

インドの北東州地域は、丘陵・
山岳地帯で険しい地形が多く、

に取り組んでいます。

ウッタル・プラデシュ州ヴァラ
ナシでは、日本のNGO・SEEDS 
A s i a（シーズアジア）が日本
NGO連携無償資金協力を活用
してコミュニティの防災力向上
に取り組んでいます。防災情報・
活動の拠点としてクライメート・
スクール5校に気候・環境測定
機材を設置し、周辺の学校やコ
ミュニティとともに環境・防災教
育、防災訓練の実施等、草の根レ
ベルからの防災・減災活動の普
及を目指し活動中です。

水災対策については、JICAの訪
日研修を通じてインド政府職員
等を対象とした能力開発に協力
しています。また、「日本-世界銀
行防災共同プログラム」の一環で
インド視察団が複数回にわたっ
て訪日し、水資源機構等の実績と
経験を共有しました。水資源機構
は、世銀の支援の下、2016年10
月ウッタラカンド州のイチャリダ
ムで地震時緊急対応訓練を実施
し、その後、当該ダムの地震対応
マニュアルを策定しました。現在
も同様の支援をジャルカンド州
マイソンダムにて実施中です。

インドの自然災害1 雨季には、土砂災害による道路
の通行止めが頻発し、同地域の
経済発展を妨げる要因にもなっ
ています。そこで、ミゾラム州の
National Highway（NH、国
道）54及びメガラヤ州のNH51・
NH40を対象として道路改良等
を行う円借款事業「北東州道路
網連結性改善計画」では、同じく
山岳道路の多い日本の経験も活
かした斜面災害対策が実施され
ることになっています。

また、技術協力プロジェクト
「持続可能な山岳道路開発のた
めの能力向上プロジェクト」も実
施中です。現在、JICA長期専門
家がインドの道路交通省及び国
道庁にそれぞれ１名ずつ派遣さ
れており、インド政府の能力開発
や山岳道路整備に係るマニュア
ル整備等に取り組んでいます。
その中で斜面災害対策は重要な
テーマの一つです。

ウッタラカンド州では冒頭で
ご紹介したように2013年6月に
大規模な山地災害が発生しま
した。そこで、日本の治山分野の
JICA専門家がウッタラカンド州
に派遣され、災害リスクの高い
斜面における対策実施の技術支
援や技術ガイドラインの整備等

日印の防災協力2

治山技術を用いた山地災害
対策

山岳道路における斜面災害
対策

（2）

（1）

コミュニティ防災の推進

水災対策

（3）

（4）
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西ベンガル州ティンダリア付近で発生した道路斜面崩壊の様子（画像：筆者撮影）

身近なものでつくる担架の事例（画像提供：SEEDS Asia）

インドでも建築物の地震対策
は重要です。ここ数年、毎年イン
ド政府職員がJICAの課題別研
修等で日本に派遣されている
他、2017年10月末から11月初
めにかけて日本免震構造協会が
ベンガルール及びアーメダバー
ドにおいて建築物免震制震技術
普及ワークショップを実施しま
した。

インドのモディ首相は、グジャ
ラート地震からの復興をグジャ
ラート州首相として経験してお
り、防災に大変熱心です。2016
年11月には第7回アジア防災
閣僚会議がデリーで開催され
ました。

このように、防災に係る様々
な分野で日印協力が行われて
おりますが、インドの災害発生
状況を踏まえれば、まだまだ協
力を拡大する余地は大きいも
のと思われます。2017年9月

には、安 倍 総 理の訪 印のタイ
ミングで日本の内閣 府とイン
ド内務省が防災分野における
協力覚書（Memorandum of 
Cooperation）に署名しました。
特に、予防、対応並びに「より良
い復興」のための復旧及び復興、

地震リスク管理に関する早期警
報システム、津波の啓発、早期警
報等の分野での協力が確認され
ました。今後の防災分野での日
印の協力関係がますます深化、
拡 大することを期 待している
ところです。

（※1）本稿は筆者の個人的見解です。
（※2）犠牲者数は、インド国家防災庁（National Disaster Management Authority）のデータに基づいています（http://www.

ndma.gov.in/en/disaster-data-statistics.html）。

建築物の地震対策（5）

今後への期待3
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災害レジリエンス構築のための
科学・技術国際フォーラム2017の開催報告

2015年3月、第3回国連防災世
界会議が仙台で開催され、世界各
国で拡大する災害による人的、経
済的被害を2030年までに軽減す
る目標を定めた『仙台防災枠組』
が採択された。『仙台防災枠組』
では4つの優先事項として、「災害
リスクの理解」、「災害リスク管理
のための災害リスクガバナンス」、

「レジリエンスに向けた防災へ
の投資」、「効果的な応急対応に
向けた準備の強化とより良い復興

（Build Back Better）」が定めら
れるとともに、全国的防災組織（ナ
ショナルプラットフォーム）の強化
が謳われている。

それに先立ち、日本学術会議で
は2013年より防災・減災に関す
る国際委員会を組織し、国際的
な防災・減災に関する議論を積
み重ねてきた。その成果として、
2015年1月、皇太子殿下ご臨席
のもと、「防災・減災に関する国際
研究のための東京会議」を開催
し、防災・減災と持続可能な開発
の双方を達成する科学・技術のあ
り方を主張する「東京宣言」をま
とめ、国際社会へ提示した（小池、
2016）。その内容は、『仙台防災枠

組』において色濃く反映されてい
る。また2016年2月には、提言「防
災・減災に関する国際研究の推
進と災害リスクの軽減」を発出し

（日本学術会議、2016）、2016年
5月のG7サミットへ向けてGサイ
エンス共同声明「持続可能な発
展を支える災害レジリエンスの
強化」の取りまとめを行った。この
ように日本学術会議では世界を
リードする日本の防災・減災分野
の学術活動を推進してきた。　

　

2016年1月、国連国際防災戦
略事務局（UNISDR）はジュネー
ブにて科学・技術会議を開催し、

『仙台防災枠組』を実施するた
めの科学・技術ロードマップを
作成し、国際協力を推進するた
めの科学・技術パートナーシップ
を構築した（Aitsi-Selmi et al., 
2016）。その成果を踏まえて、『仙
台防災枠組』の4つの優先行動
の着実な実施に向けた更なる具
体的行動を策定すること目的に、
日本学術会議とUNISDR、国際
科学会議（ICSU）、災害リスク統
合研究（IRDR）、土木研究所、防
災科学技術研究所の6機関が主
催となり、「持続可能な社会のた

めの科学と技術に関する国際会
議ー災害レジリエンス構築のた
めの科学・技術国際フォーラム
2017」を開催した。2017年11月
23日～25日にかけて、大学・研究
機関、政治家、行政機関、民間企
業などの防災・減災に関わる世
界各国の科学・技術の関係当事者

（ステークホルダー）が日本学術
会議に一堂に会し、参加総数は
42カ国から228名に及んだ。

本フォーラムでは、防災・減災
に関わる科学・技術分野が一体
となり、政治家・行政官・民間企
業等のステークホルダーと協力
して、『仙台防災枠組』の優先行
動の実施に向けて、1）科学・技術
分野と社会との連携によるナショ
ナルプラットフォームの強化、お
よび2）災害リスクの理解と影響
評価、および災害リスク軽減に資
する科学・技術の現状と将来像

東京大学 大学院工学系研究科　川崎 昭如
土木研究所 水災害・リスクマネジメント国際センター(ICHARM)　小池 俊雄

国際防災における科学・技
術分野のこれまでの経緯

開催概要
フォーラムの目的

全体協議および全体討議の会場
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に関する統合的知見の取りまとめ
（シンセシス）の必要性と意義を

協議することを目的とした。その
成果として、上述1）の指針（ガイ
ドライン）と2）の報告書を取りま
とめるための実施計画案を策定
するとともに、『仙台防災枠組』の
4つの優先行動、およびナショナ
ルプラットフォームの強化、分野
間連携、優先行動のシンセシスに
関する7つの政策提言（ポリシー
ブリーフ）を取りまとめた。

本会議では、国際的指導者によ
る全体協議（ハイレベルパネル）
に加えて、４つの“優先行動におけ
る科学・技術の役割”と“ナショナ
ルプラットフォームの強化”、“分
野間連携”、“優先行動のシンセシ
ス”について全部で7つの全体討
議（プレナリー）を実施した。併せ
て、各優先行動に関する分科会を
設け、科学・技術分野の各ステー
クホルダーでの熟議を行った。ま
た、各日の昼食時には、ナショナル
プラットフォームの事例紹介や、

産学連携インキュベーションの事
例紹介に関するポスター発表や
討議も併せて実施した。

本フォーラムの特徴として、上
述の7つのポリシーブリーフおよ
び後述する「東京宣言2017」をま
とめるための各全体討議および
分科会にて、228名の参加者全員
それぞれが共同議長、パネリスト、
ディスカッサントの何れかの役割
を担った点にある。すなわち参加
者全員が実質的議論に加わり、
フォーラムの成果文書であるポ
リシーブリーフおよび「東京宣言
2017」を協働で作り上げるプロセ
スを共有したことになる。これに
より、参加者一人ひとりが成果文
書のオーナーシップを持つととも
にその実施に対して責任を持つ
行動を取ることが期待できる。

最終日には、皇太子殿下のご臨
席を賜るとともに、小此木八郎内
閣府特命担当大臣（防災）、山極
壽一日本学術会議会長、大西隆
前日本学術会議会長、ロバート・

グラッサー国連事務総長特別代
表（防災担当）、韓昇洙防災と水
に関する国連事務総長特使や国
際機関の代表などのご出席のも
と、災害レジリエンスの構築に向
けた科学・技術の現状認識、目指
すべき方向性、具体的活動をま
とめた「東京宣言2017-Science 
and technology action for a 
disaster-resilient world-」が採
択された。この中には、ナショナル
プラットフォームの強化とより良
い発展を支援する科学・技術のあ
り方に関する指針の作成計画、お
よび分野間連携・社会と科学の
連携に基づく災害リスク軽減の
シンセシス報告書の作成計画が
含まれている。また本フォーラム
の参加者を中心として、今後これ
らの計画を国際チームとして実
施することに関する合意を得た。
本フォーラムの成果物である「東
京宣言2017」及び7つのポリシー
ブリーフは本フォーラムのウェ
ブサイト（http://wci.t.u-tokyo.
ac.jp/ResilienceForum2017）
で公表している。

全員参加型のフォーラム
構成

東京宣言2017

●参考文献
小池俊雄（2016）第3回国連防災世界会議を踏まえた次世代の防災・減災、学術の動向、21(3), 3_83.
日本学術会議（2016）防災・減災に関する国際研究の推進と災害リスクの軽減 ―仙台防災枠組・東京宣言の具体化に向けた提言―.
http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-23-t225-1.pdf
Aitsi-Selmi, A., Murray, V., Wannous, C., Dickinson, C., Johnston, D., Kawasaki, A., Stevance, A.-S., Yeung, T., et al. (2016) Reflections on a science 
and technology agenda for 21st century disaster risk reduction. Based on the scientific content of the 2016 UNISDR Science and Technology 
Conference on the Implementation of the Sendai Framework for Disaster Risk Reduction 2015–2030. International Journal of Disaster Risk 
Science, 7(1), 1-29.

大西隆前日本学術会議会長の司会による全体協議 集合写真
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国際防災を産官学で進めると言うこと
一般社団法人 日本防災プラットフォーム

代表理事　西口 尚宏

2014年６月の日本防災プラッ
トフォーム( JBP)の設立から早
くも3年半が経った。当構想を開
始したのが2011年の5月である
から、既に6年半このテーマに
取り組んでいることになる。本稿
ではJBP3年半の歩みを振り返
り、今後の展望について述べた
い。なお、国際防災の活動は、政
府の進める質の高いインフラ輸
出戦略とも軌を一にするという
のが私たちの基本的なスタンス
である。

ご案内の通り、日本は自然災
害が非常に多い国土であり、数
百年に渡り幾多の自然災害に見
舞われてきた。毎回、多くの尊い
人命の犠牲を出しながらも、常
に立ち上がり復興を続け、次の
自然災害に備えた防災・減災の
努力を続けてきた重層的な蓄積
がある。その努力と実績につい
ては、国際社会からも高い評価
を勝ち得ていることは周知の事
実である。一方、経済の発展段
階を問わず、世界各国で引き続
き自然災害被害が発生し続けて
いる。日本防災プラットフォーム
は、そのような事態を鑑み、日本
の重層的な経験を海外の自然災
害被害の低減、すなわち国際防
災活動、に各社事業として進め

発生の頻度が増えるとの予測も
あり、「防災力を高めるための事
前投資や防災の主流化」は経済
発展上の重要なテーマである。
この分野で、現在までに数多く
の災害を乗り越えて、社会経済
の発展を達成してきた我が国
日本の潜在的な役割は大きい。

一方、日本国内にノウハウがあ
るのは事実であるが、担当省庁、
業界団体、各社が縦割りで個別
に活動することも多い。そこで、
日本の官・民・学のそれぞれの強
みとノウハウに横串を通して持
ち寄り、組み合わせることによっ
て、世界各国の人々にとって意
味のある成果が生まれると考え
たのがJBP活動の基本思想であ
る。特に、官の総合的防災行政

ていく意思をもつ企業によるプ
ラットフォームである。社会の課
題を事業として解決するという
スタンスは、持続開発可能な開
発目標(SDGs)の実現に民間セ
クターの事業参加が必須である
という流れとも合致している。

ちなみに、日本語の防災と言
う言葉には、自然災害に対して、
計画、準備、防御、予測、警報、避
難、救助、復興という各段階に
おいて人命、財産の損失を軽減
させる総合的な取り組み、とい
う意味が込められており、災害
発生時の対応のみならず、非常
に広範囲な活動を含んでいる。
JBPが国際的な活動を意図して
いるにも関わらず組織名にあえ
て「防災：BOSAI」と入れた理由
は、総 合 的な活
動の重要性を国
際社会へ訴えて
いくという意 図
の表れでもある。
また、パリ条約の
締結から明らか
なように地球温
暖化も含む気候
変動の影響や都
市への人口集中
化 の 流 れ から、
今後さらに災害

2月7日(火)～8日(水) ミャンマー・ネピドー市
「日本・ミャンマー防災協働対話ワークショップ」

ミャンマー検討会のメンバーが政府の防災担当省庁に
JBPの活動や各会員の防災技術を説明
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のノウハウと、民間の実践的な
専門技術力と、学の最新の知見
が組み合わされることによって、
今までにない付加価値を生み出
すことが可能になるのではない
か、という仮説に基づいている。
従って、行政、業界、専門分野の
縦割りの枠組みを超えて、国際
防災というテーマによる横串を
通し、合目的な協働をするような

「 場 」であることが「日本 防 災
プラットフォーム」の特徴であ
る。国交省を始めとして多くの関
係者の皆さまの絶大なご協力を
得てJBPを設立して以来、数々の
活動を行ってきた軌跡は次の
通りである。

❶2015年３月に行われた「第三
回国連世界防災会議」にて他
国と共に民間セクターの役
割の重要性を訴え、JBP会員
企業の展示を行なったこと。
なお、「仙台防災枠組2015－
2030」の採択により、防災に
関わる事前投資の重要性が合
意事項として定着したこと。

❷国交省を起点としつつ、総務
省、内閣府、経済産業省、外務
省の各省の皆様との具体的な
活動が本格稼働したこと。

なお、JBP理事
会や情報交換
会においては
各省の皆様も
参加し、各省の
取り組みの共
有を一緒に行うなど横串連携
の実現の場になっていること。

❸国交省の進める防災共同対話
において、インドネシア、ミャ
ンマー、ベトナムでの防災ビ
ジネスに関心を持つ企業によ
る検討会が結成され、現地視
察や相手国行政との活発な議
論を続けていること。

❹内閣府や日本国大使館との協業
によるルーマニアでのセミナー
実施や、バンクーバー総領事館
との連携によるバンクーバーで
の産官学合同セミナーなど、
欧州、北米においての活動他、
各国からの訪日団に対して真
摯に対応を続けていること。

❺2017年4月に実施した一般社
団法人化により、事務局体制
が確立し、より機動的な活動
を行う体制が整ったこと。

❻ JICA、世界銀行、国連開発計画
(UNDP)、国連防災戦略事務局
(ISDR)、アジア開発銀行(ADB)
などと協力関係を個別に議論

し、具体的な案件形成について
の対話を継続していること。

❼会員どうしがお互いの事業内
容や強みを知って企業連携の
きっかけを作るため、また他
社のビジネス方法や成功事例
を自社の海外展開に活かすた
め、ビジネス連携推進会を定
期的に開いていること。

❽会員企業の技術を英語で対
外発信するデジタルプラット
フォームへの海外からのアク
セスが140国を超えるまでに
なったこと。

民間企業の立場では、長年の
交渉が先方の政権体制の変化に
よってゼロクリアするなど政治
リスクとも隣り合わせの分野で
もあるが、日本政府や国際機関
との一層の連携を強化し、国際
防災分野の事業としての確立へ
の挑戦を続けていきたい。

（画像提供：すべて
一般社団法人 日本防災プラットフォーム）

　　　3月13日(月) ルーマニア・ブカレスト市「日本・ルーマニア防災会議」
JBP事務局と会員2社がルーマニアにて内閣府が主催する防災会議
に出席し、防災事前投資の重要性と日本の優れた防災技術を説明。
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日本赤十字看護大学 災害救護ボランティア
サークル（SKV）の取り組みについて

SKV代表　岩ヶ谷 杏
日本赤十字看護大学災害救

護ボランティアサークル（以下
SKV）は、2000年に日本赤十字
武蔵野短期大学の先輩方から大
学に引き継がれ、今年は学部生
88名で活動をしています。部員
の大半は1・2年生の学生で構成
されていますが、3・4年生や卒業
された諸先輩方も活動に参加
しています。

私たちは、以下のことを目的と
して活動をしています。
①被災地ボランティアや防災訓
練の参加を通して災害について
の知識と理解を深める
②医療従事者だけでなく、被災
者や地域住民と関わりニーズを
知る
③発災時に看護学生として何が
できるのかを考える

の3つです。
SKVの主な活動は①病院で行
われる防災訓練への参加、②地域
防災セミナーへの参加、③被災地
ボランティアの3つです。

武蔵野市総合防災訓練、大森
赤十字病院、牧田総合病院傷病
者受入訓練、赤十字第2ブロック
支部災害救護訓練などの救護訓
練に、傷病者役にメイクを施し
たり、傷病者役として参加してい

ミナーを受講することや演習内
でファシリテーターとして関わっ
ていく中で、自分の課題も明確に
なります。ここで培ったコミュニ
ケーション力は、実習の時も大変
役立っています。

講義の中で防災ゲームや避難
所運営ゲームを通して、看護学
生だからできることを探し、いざ
という時に備えた知識の獲得を
しています。今後はもっと地域住
民向けのセミナーに学生の参加
を増やすことで、世代間の交流
を深め、学生ができることを見つ
けていくことが必要だと考えて
います。

2011年3月11日の東日本大震
災で被害を受けた地域で、夏休
みには岩手県下閉伊郡山田町、
冬休みには宮城県気仙沼市を訪
問しています。活動1回目は本学

ます 。実 際 の 医
療職者の方の訓
練を身近に体験
することで、災害
現場ではどのよ
うな活動が行わ
れているのか学
ぶ機会となって
います。
※赤十字第2ブロック支部：栃木、
群馬、埼玉、茨城、千葉、東京、
神奈川、山梨、新潟

武 蔵 野 地 域 防 災 セミナ ー
（ C o m m u n i t y ’s  S a f e t y 
with Musashino Original 
Seminar；以下COSMOS）にお
いて、学生がスタッフ兼参加者
として主体的に関わることで、
地域防災へも視野を広げて活
動をしています。本学国際・災害
看護学領域元教授の小原真理
子先生のご指導の下サークル発
足時から続いている活動です。
当日の運営の補助、各グループ
のファシリテーション、講義など
多くの役割を担っていくことや、
先生方の講義を通して、地域の
方々と一緒に災害時に役立つ知
識を身につけ、災害時に地域住
民と学生がどのように協力して
いくのか学んでいます。また、セ

防災訓練1

地域防災セミナー2

被災地ボランティア3

山田町ボランティアで健康に関するすごろくを行っている様子
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大学院の実習の一環にSKVが
参加する形でしたが、2回目から
はSKVが運営の主体となり、今
に至っています。活動中は仮設
住宅を訪問し健康教室やレクリ
エーションを行い、学生と住民の
方々との交流だけでなく、同じ仮
設住宅で生活している住民同士
の交流を図ることも目的に活動
を行っています。学生が主体にな
るだけではなく、住民の方々に地
元の郷土料理などを教えていた
だきます。

被災から6年が経過し、現地
の状況も毎年毎年変化していま
す。課題はまだまだたくさんあり
ますが、その中で被災地が求め
るニーズと私たちの活動の目的
をしっかりと理解し、より良い活
動をしていけるように努力をして
いるところです。

最近では、SKVの活動を知っ
ていただき、イベントへの参加依
頼も多くなってきました。9月に
は渋谷区総合防災訓練の〝渋谷
防災フェス″において、「身近な
ものを使った救急法を体験しよ
う！」をテーマに体験ブースを出
展しました。来場者の方に、三角
巾を使用した救急法のデモンス
トレーションや、防災バッグの展
示を行いました。

また、北海道や東北の中高生
を招き、お互いの防災活動の紹
介や意見交換、学内防災施設の
見学を行いました。今後も幅広
い活動を行っていきたいと考え
ています。

このほかにも、学生内での災害
に関する知識の獲得と共有のた
め、週に1回程度の学内勉強会を
実施しています。災害の定義か
ら始まり、災害用無線機の使用
方法やトリアージについてなど
多くのことを学んでいます。実際
に現場で使用されている物品を
使用することもあり、学ぶ環境が
充実していることに感謝していま
す。この学内勉強会では執行役
の2年生が1年生に向けて講義を
行っています。教える2年生もか
なりの知識と勉強が必要になり
ますが、このことを通して達成感
と今後の向上心や、サークル全
体がもっと学びたいと
いう意欲の向上につな
がってくれることを期待
しています。

私たちの今後の展望
として、今まで行ってき
た活動の継続と拡大、
他大学との積極的な交
流、学生自身が学びたい
ことを具体化し、充実し

た勉強会の実施を目指していま
す。そして今後、自ら考え、行動で
きる能力を持つことができる、災
害時の医療の在り方やすべきこ
とを理解し、緊急時の臨機応変
な対応をすることができる、災害
時に被災者の気持ちを考えた行
動は何か、考えることを通して、
将来医療職者になった際に被災
者に寄り添った対応をすること
ができるようになることです。

これからも私たちの行っている
取り組みをさらに多くの方に知っ
ていただき、サークル内だけでは
なく学内全体、医療系・非医療系
を含めた他大学の学生、さらには
地域にも広げていけるような活
動を見つけていきたいです。

（画像提供：すべてSKV）

防災訓練で傷病者メイクをしている様子 学内勉強会（一次救命処置）

山田町ボランティア活動終了後（1～4年生有志）
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絵の力で子供たちの心を開き
防災や復興への想いを育む

兵庫県神戸市の造形絵画教室
『アトリエ太陽の子』では、「震災・
命の授業」や「命の一本桜プロジェ
クト」など、芸術を通じた取り組み
が行われている。

兵庫県神戸市
「アトリエ太陽の子」

33

兵庫県神戸市に、子供向けの絵画
教室でありながら、命の尊さや防災
教育の大切さを伝えるためのさま
ざまな活動を行っているユニーク
な場がある。それが『アトリエ太陽
の子』だ。

主宰・代表の中嶋洋子さんがアト
リエを開いたのは昭和59年。それ
までは高校で美術講師をしていた
が、「子供たちが苦手意識を持つ前
に、もっと自由に楽しむ絵画を教え
たい」と一念発起、この教室を始め
たという。時には山へ絵を描きに出
かけるなど独自のカリキュラムや丁
寧な指導が評判を呼び、順調に生
徒が増えていた平成7年、阪神・淡
路大震災が発生。大切な教え子やそ
の家族を亡くして悲しみにくれる中
嶋さんに、やがて転機が訪れる。

に地震の恐ろしさを伝えることが
できます。中には衝撃的な映像を
子供に見せることを懸念する親御
さんもいますが、たとえ幼いお子さ
んであっても、地震が来た時にどう
行動すれば良いのかを真剣に考え
てもらうためには必要なこと。時間
をかけて説得すると、皆さん納得し
ていただけますね。」

防災教育が着実に子供たちへ浸
透していることは、東日本大震災翌
日の授業の様子からもうかがえる。

「このまま風化させてはいけない、
という思いがあった時に、ちょうど
内閣府の『防災ポスターコンクール』
の告知を目にして、子供たちが描い
た作品の素晴らしさに触れたことで

『絵を描くことならできる』と気付
かされたのです。」

以来、毎年1月17日が近づくと、
幼稚園児から高校生までの子供
たちに向けて阪神・淡路大震災の
体験を語り継ぐ「震災・命の授業」
を実施。当時の映像を目にし、亡く
なった教え子とその家族のこと、地
震の恐ろしさや避難の仕方などを
中嶋さんから聞いた後、子供たちは

「もし自分がその場にいたら」と想像
しながら、震災をテーマにした絵の
制作に取り組む。
「映像を見せることで、言葉以上

（写真左）「震災・命の授業」の様子。真剣に話
をすれば子供も高校生も皆静まり返り、真
剣に耳を傾けるという。

（写真右）東日本大震災発生の翌日3月12日
から取り組んだ「1,000本の命のサクラプロ
ジェクト」。子供たちが祈りを込めて描いた
1,000本の桜はおよそ1カ月で完成した。

傷ついた子供たちの心を解放

内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当
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授業」によって防災意識に目覚めた
卒業生たちが、今度は『アトリエ
太陽の子・ボランティア部』を立ち
上げ、今では20名近い若者たちが
中嶋さんらの活動をサポートして
いるそうだ。
「命の授業がきっかけで『人の役

に立つ仕事をしたい』と、消防士や
医師、看護師などになった子も多い
です。そういった子たちが、またここ
へ戻ってボランティアをしてくれる
のは嬉しいですよね。」

子供たちの心に植え付けられた
防災への意識は、根っこの太い桜
の樹のように、これからも力強く
育っていくに違いない。

（画像提供：すべて アトリエ太陽の子）
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「アトリエに来た子供たちに『昨日、
テレビで地震の様子を見たでしょ
う。今日は普通の授業がしたい？』
と聞くと、『東北の子たちが泣いて
いるのに、絵を描くなんておかし
い』って。そこから、小さな子までが
一緒になって、自分たちに何ができ
るのか、どうしたら良いのかをみんな
で話し合いました。」

自発的な意見や行動を引き出す
中嶋さんの話術もあるのだろう。子
供たちの口から次々に言葉が溢れ
出し、“希望の春”を象徴する、津波
にも地震にも負けない、大地を力強
くつかむ根っこの太い桜の樹を描く
ことに決定。1カ月後には兵庫の子
供たちが描いた1,000本分の桜の
絵を被災地の学校に届け、東北の
子供たちの心に希望をもたらした。

この活動をヒントに、みんなで一緒
に一枚の大きな桜の絵を描く「命の
一本桜プロジェクト」が誕生。横8m×
縦3.2mという巨大な模造紙に、一人
ひとりが気持ちを込めて押し当てた
手形で満開の様子を表現するなど、
中嶋さんの巧みな誘導によって子供
たちは夢中で描いていく。
「ここまで大きな絵は、決して一

人では描けません。でも、仲間と助
け合いながら行うことで、わずか
1時間ほどで素晴らしい桜の絵が
完成します。」

こうした体験から、協力すること
の大切さを学ぶだけでなく、思い思
いの声を発しながら全身を使って
描く行為が、傷ついた心を解きほぐ
すことにもつながっているようだ。
「言葉には『言霊』が宿ると言いま

すが、絵にも魂が宿ると思います。
子供たちは大人と違い、胸の内を
うまく語ることができません。普段
は口にできないさまざまな思いを、
絵を描くことで吐き出すことができ
るのです。」

東北3県で延べ60校・約4,000人
の子供たちによって何本もの力強
い「命の一本桜」が描かれたほか、
平成28年熊本地震の際にも実施さ
れ、約460人もの子供たちが参加し
た。さらに、こうした活動の成果は
単なる防災教育にとどまらず、未来
を担う“次世代の防災リーダー”の
育成にも役立っている。「震災・命の
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